
令和６年度 

宮崎河川国道事務所 災害時協力会社募集要項

１．目 的 

 宮崎河川国道事務所では、管理する大淀川・小丸川・宮崎海岸・国道 10 号・国道 220 号・東

九州自動車道・霧島砂防を主に、災害が発生し、または発生のおそれがある場合に迅速な状

況把握、ならびに的確な災害対応を図るため、下記の部門において協力いただける会社を募

集します。 

   令和６年度は、応急対策工事等（河川・海岸、道路、砂防、機械設備、電気通信）、災害対

策車の出動支援、応急対策設計業務（地質関係「調査・測量・設計」、測量・設計）および空中

からの情報収集の９部門で協定を締結します。 

２．募集の内容 

（１）協定期間は、令和６年４月１日～令和７年３月３１日を予定しています。

（２）募集部門、募集地域は下記のとおりです。部門毎に応募をお願いします。（※複数部門の応

募は可能です。） 

（３）応募申請書（様式-１、２又は３）に記載要領を参照して必要事項を記入し、応募してください。

（４）選定は別添の評価基準表により総合的に評価します。

（５）九州地方整備局防災業務計画に基づき、直轄管理区間外への応急対応を要請する場合も

あります。 

（６）募集要項、申請書等は、宮崎河川国道事務所のホームページからダウンロードして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/miyazaki/ 

① 災害時等の応急対策工事等（河川・海岸）

・大淀川、小丸川、宮崎海岸の直轄管理区間における災害時等の応急対策工事・洪水時

巡視・各出張所管内排水ポンプ車の運用 

※河川・海岸については、下記６出張所管内を設定し募集しますので、別図－１の区間図

を参照し、希望順位を希望出張所管内順位表（別紙－１（河川・海岸））に記入し災害時

協力会社応募申請書とともに提出してください。

なお、基本協定対象区間及び、各出張所管内排水ポンプ車の運用については、管内の

希望順位等を考慮し調整させていただきます。（参考区間割図 別図－２ ～ 別図－

７）

募集地域 宮崎出張所管内 

本庄出張所管内 

都城出張所管内 

高岡出張所管内 

高鍋出張所管内 

宮崎海岸出張所管内 
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② 災害時等の応急対策工事等（道路）

③災害時等の応急対策工事等（砂防）

④災害時等の応急対策工事等（機械設備）

⑤災害時等の応急対策工事等（電気通信）

⑥災害対策車の出動支援

・国道 10 号、国道 220 号及び東九州自動車道の災害時等の応急対策工事及び異常時道

路巡回等

※道路については、下記３出張所管内を設定し募集しますので、別図―８「道路部門管内

図」 を参照し、希望順位を希望出張所管内順位表（別紙－２（道路））に記入し、災害時

協力会社応募申請書とともに提出してください。 

なお、基本協定対象区間については出張所管内の希望順位等を考慮し調整させていた

だきます。 

  また、令和６・７年度道路維持補修工事の契約会社は、工事契約締結後本災害時協力 

会社の対象となります。 

  募集地域  宮崎維持出張所管内 

  都城国道維持出張所管内 

  日南国道維持出張所管内 

※応急対策工事及び異常時道路巡回等への出動については、原則として電話等で要請

を行いますが、３出張所管内において震度６弱以上の地震が発生した場合は、別途設定

する担当区間へ自動的に出動して頂き、異常時道路巡回（道路啓開調査等）を行って頂く

見込みです。（但し、沿岸部は津波警報等の解除後となります） 

・霧島砂防の災害時応急対策工事・洪水時巡視

  募集地域  大淀川砂防出張所管内（別図-９） 

・水門、排水機場、トンネル等の機械設備の災害時等の応急対策

募集地域 宮崎河川国道事務所管内等 

・光ファイバー等の電気通信設備の災害時等の応急対策

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 

・宮崎河川国道事務所が保有する災害対策車の出動支援

※対策本部車、照明車、排水ポンプ車、清掃車、散水車等の運転等

なお、令和６年度維持工事契約会社は、後日災害協定締結会社の対象となります。

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 
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⑦災害時の応急対策設計業務（地質関係「調査・測量・設計」）

⑧災害時の応急対策設計業務（測量・設計）

⑨災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

１） 説明書の交付期間、場所および方法

令和６年１月２３日（火） ９時００分～２月９日（金）１７時００分 まで、宮崎河川国道事務所

のＨＰで交付します。

なお、これにより難い場合は、３）に掲げる各部門担当者に照会してください。

２） 募集期間、応募申請書の提出先及び方法等

① 募集期間 ：令和６年１月２３日（火）９時００分～２月９日（金）１７時００分

② 提出先   ：各部門担当者 

③ 提出方法 ：郵送

※各部門担当者へ別紙－６「提出連絡票」で FAX 送信を行い、「応募申請書を

提出した旨」の電話連絡を必ずお願いします。

④ 提出資料：応募申請書を提出

※応募申請書は、宮崎河川国道事務所のＨＰでダウンロードして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/miyazaki/ 

⑤ 申請書又は資料等に虚偽の記載をした場合においては、災害協定を解除する場合があり

ます。

⑥ 問合せ先 ： 0985-24-8221（事務所代表電話) ※個別内容は各部門担当者まで

【総括】 総括地域防災調整官 堤（つつみ） 

【協定責任者】 河川管理課 保全対策官 宮﨑（みやざき） 

・災害時の応急対策に必要な現地調査、検討資料作成（地質調査・解析含む）、測量・設計

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 

・災害時の応急対策に必要な現地調査、検討資料作成、測量・設計

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 

・災害状況の早期確認及び災害の緊急対応検討に必要な航空写真の撮影等

募集地域 宮崎河川国道事務所管内等   

３．手続き等 
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３）各部門担当者及びＦＡＸ番号

（１）災害時等の応急対策工事等（河川・海岸）

（河川・海岸）河川管理課 山代（やましろ） FAX 0985-24-8499 

（２）災害時等の応急対策工事等（道路）

道路管理第二課 本多（ほんだ）FAX 0985-32-7301 

（３）災害時等の応急対策工事等（砂防）

工務第二課 黒木（くろき）FAX 0985-24-8473 

（４）災害時等の応急対策工事等（機械設備）

防災課 中鶴（なかづる） FAX 0985-24-8233 

（５）災害時等の応急対策工事等（電気通信）

防災課 中島（なかしま） FAX 0985-24-8233 

（６）災害対策車の出動支援

防災課 岩元（いわもと） FAX 0985-24-8233 

（７）災害時の応急対策設計業務（地質関係「調査・測量・設計」）

流域治水課 簗瀬（やなせ）  FAX 0985-24-8506 

（８）災害時の応急対策設計業務（測量・設計）

流域治水課 簗瀬（やなせ）  FAX 0985-24-8506 

（９）災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

道路管理第二課 本多（ほんだ）  FAX 0985-32-7301 

４）郵送による提出先

  〒880－8523 宮崎県宮崎市大工２丁目３９番地 

九州地方整備局 宮崎河川国道事務所 

※封筒に「応募部門及び担当者名」を記載し送付してください。

記載例：応募申請書在中「災害時等の応急対策工事等（○○）部門」

○○課 ○○ 行 

５）選定結果の通知

選定結果については ３月下旬までにお知らせします。
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令和６年度　災害協力会社　評価基準表（河川・海岸、道路、砂防）

評価項目 評価の基準となる内容 評価基準

１）地理的条件
申請された建設業法に基づく主たる営
業所から応募した出張所までの到達時
間

・３０分以内に到達 ：２０
・６０分以内に到達 ：１０
・２時間以下に到達：－

※２時間を超えてかかる場合は選定しない ：×

２）災害協定実績
国、県または市町村等との直接締結し
た災害協定の実績
(過去５カ年　H31年度～R5年度）

・協定の実績有り(直轄） 　：２０
・協定の実績有り(県、市町村）：１０
・協定の実績無し ：－

３）工事実績
申請された工事の工事成績
（過去１５カ年　Ｈ21年度～R5年度）

・工事成績評定点 ７７点以上：２０
・工事成績評定点 ７３点以上～７７点未満：１０
・工事成績評定点 ７３点未満：－

＊　直轄工事以外の工事の成績評定点は６５点とする。

※ 同種工事実績が無い場合、又は評定点が６５点未満の場合は選定しない：×

４）執行体制
雇用する（代表者は含まない）
１級土木施工管理技士の数

・雇用する１級土木管理技士の数　１０名以上 　：２０
・雇用する１級土木管理技士の数　　５名以上 　：１０
・雇用する１級土木管理技士の数　５名未満 　：－

※１又は２級土木管理技士が５名未満の場合選定しない ：×

５）保有機材
機材（BH）の自社の保有数
（年間リース契約含む）

・BH（バケット容量0.6m3（山積み）以上）を３台以上保有 　：２０
・BH（バケット容量0.6m3（山積み）以上）を１台以上保有 　：１０
・上記以下 ：－

※１　点数が高い順に優位に評価する。
※２　同点になった場合には、一般競争参加資格の順位が高い順に優位に評価する。
※３　各要件で×が１つでもあった場合には選定しない。

別添
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令和６年度災害協力会社　評価基準（機械設備）

評価項目 評価の基準となる内容 評価基準

１）地理的条件
申請された建設業法に基づく主たる営
業所等から事務所までの距離
（到達時間）

・1時間以内に到達 ：２０
・２時間未満で到達 ：１０
・２時間以上：－

２）災害協定実績
国、県または市町村等との直接締結し
た災害協定の実績
(過去５カ年　Ｈ３１年度～Ｒ５年度）

・協定の実績有り(直轄） 　：２０
・協定の実績有り(県、市町村）：１０
・協定の実績無し ：－

３）工事実績
申請された工事の工事成績
(過去1５カ年　H２１年度～Ｒ５年度）

・工事成績評定点 ７５点以上：２０
・工事成績評定点 ７２点以上～７５点未満：１０
・工事成績評定点 ７２点未満：－

＊　直轄工事以外の工事の成績評定点は６５点とする。

※ 同種工事実績が無い場合、又は評定点が６５点未満の場合は選定しない：×

※１　点数が高い順に優位に評価する。
※２　同点になった場合には、一般競争参加資格の順位が高い順に優位に評価する。
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令和６年度災害協力会社　評価基準表（電気通信）
評価項目 評価の基準となる内容 評価基準

１）地理的条件
申請された建設業法に基づく営業所から事
務所までの距離（到達時間）

・３０分以内に到達 　：　２０
・６０分以内に到達 　：　１０
・６０分を越えて到達 　：　 -

※ 営業所が宮崎河川国道事務所管内に所在しない場合は選定しない。　：　×

２）災害協定実績
災害協定の実績の有無
(過去５カ年　平成３１年度～R５年度）

・協定の実績有り（国）  ：　２０
・協定の実績有り(県、市町村）　：　１０
・協定の実績無し  ：　 －

３）工事実績
申請された工事の工事成績
（過去１５カ年　H２１年度～R５年度）

・工事成績評定点 ７５点以上 　：２０
・工事成績評定点 ７１点以上 　：１０
・工事成績評定点 ７１点未満 　：－

※１　県・市町村の工事の成績評価点及び下請実績等で評定が無いものは６５点とする。
※２　工事実績が無い場合、又は直轄工事実績において評定点が６５点未満の場合は選定しない。
：　×

４）執行体制

雇用する技術者の数及び下記の資格
①技術士（電気電子部門）
②技術士（総合技術監理部門（電気電子科
目））
③一級電気工事施工管理技士
④二級電気工事施工管理技士
➄一級電気通信工事施工管理技士
⑥二級電気通信工事施工管理技士
➆光ケーブル工事に関する技能資格

・技術者の数　１０名以上の場合 　：　２０
・技術者の数　　５名以上の場合 　：　１０
・技術者の数　　５名未満の場合　 ：　 －

※ 技術者が２名未満の場合は選定しない。 　：　×

５）保有資機材

機材の自社の保有数
①高所作業車
②移動式クレーン（クレーン付きトラックを含
む。）
③トラック（クレーン付きトラックは含まな
い。）
④光融着器
⑤光ロス試験器

・自社保有機材が５種類以上　：　２０
・自社保有機材が３種類以上　：　１０
・自社保有機材が３種類未満　：　 －

※１　点数が高い順に優位に評価する。
※２　同点になった場合には、一般競争参加資格の順位が高い順に優位に評価する。
※３　各要件で×が１つでもあった場合には選定しない。
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令和６年度災害協力会社　評価基準表（災害対策車の出動支援）

評価項目 評価の基準となる内容 評価基準

１）地理的条件

申請された建設業法に基づく主たる営
業所から基地となる宮崎河川国道事務
所、都城出張所、高鍋出張所のうちいず
れか近隣基地までの距離

・３０分以内に到着 ：２０
・６０分以内に到着 ：１０
・２時間未満で到着：－

２）災害協定実績
国、県または市町村等との直接締結し
た災害協定の実績
(過去５カ年　H31年度～Ｒ5年度）

・協定の実績有り(直轄） 　：２０
・協定の実績有り(県、市町村）：１０
・協定の実績無し ：－

3）執行体制 自動車運転手数（大型免許）

・運転免許保有者数　　１０名以上 　：２０
・運転免許保有者数 　５名以上　 　：１０
・運転免許保有者数 　２名以上 　：－

※１　点数が高い順に優位に評価する。
※２　同点になった場合には、運転免許保有者数が多い順に優位に評価する。
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令和６年度　災害協力会社　評価基準表（土木コンサル<地質関係「調査・測量・設計」>部門）

評価項目 評価内容 評価基準

技術士 ：２０

RCCM、土木学会認定技術者：１０

測量士等８名以上（測量士３名以上）：２０

測量士等５名以上（測量士２名）　 　：１０

測量士等５名以上（上記以外）　 　：－

※１　点数が高い順に優位に評価する。
※２　同点になった場合には、一般競争参加資格の順位が高い順に優位に評価する。
※３　×が１つでもあった場合には、選定しない。

宮崎河川国道事務所

【土木コンサル　部門】

（対象業務：地質調査及び測量設計）

１）地理的条件

宮崎河川国道事務所管内に本店支店等営業所
（一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記
載された本店又は支店等営業所の住所による。）
を有していること。

本店　　：２０
支店　　：１０
営業所 ： -

※本店又は支店等営業所が宮崎河川国道事務所管内にない場合
は選定しない。：×

２）業務実績

平成２５年度以降に、宮崎県内における国、県、市
町村等が発注した下記ア）かつイ）の業務実績を有
すること。（尚、ア）かつイ）は異なる業務でもよい）
ア）公共土木施設の設計業務
イ）公共土木施設に関する地質調査業務

国　　　　　　　　　　 ：２０  （２件以上）
宮崎県又は公団等：１０　  （上記以外）
市町村　　　　　　　 ：－

※宮崎県内における国、県、市町村等が発注した業務実績がない
場合は選定しない。：×

３）業務成績
申請された業務の成績評定点の平均点により評価
する。

74点以上　　　　　　　 ：２０
73点以上～74点未満：１０
73点未満　　　　　　　 ：－

※直轄以外の業務の評定点は、６０点とする。
※評定点が６０点未満は選定しない。：×

４）執行体制

緊急業務に対応する体制として九州地方整備局管
内に下記の在勤者があること。

①下記のいずれかの資格を有する者が２名以上。
・技術士［総合技術監理部門（建設関連科目、
応用理学－地質）、建設部門、応用理学部門
（地質)］

・RCCM(河川,砂防及び海岸・海洋部門、道路
部門、地質部門)

・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）

②測量士１名以上、測量士補含め総計が５名以
上。
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令和６年度　災害協力会社　評価基準表（土木コンサル<測量・設計>部門）

評価項目 評価内容 評価基準

技術士  ：２０

RCCM、土木学会認定技術者：１０

測量士等８名以上（測量士３名以上） ：２０

測量士等５名以上　（測量士２名）　  ：１０

測量士等５名以上　（上記以外）　  ：－

４）執行体制

緊急業務に対応する体制として、宮崎河川国道事
務所管内に下記の在勤者があること。

○下記のいずれかの資格を有する者が１名以上。
・技術士［総合技術監理部門（建設関連科目）

、建設部門]
・RCCM(河川,砂防及び海岸・海洋部門、道路

部門)
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）

○測量士１名以上、測量士補含め総計が５名以上。

※１　点数が高い順に優位に評価する。
※２　同点になった場合には、一般競争参加資格の順位が高い順に優位に評価する。
※３　×が１つでもあった場合には、選定しない。

宮崎河川国道事務所

【土木コンサル　部門】

（対象業務：測量設計）

１）地理的条件
宮崎河川国道事務所管内に本店（一般競争（指名
競争）参加資格審査申請書に記載された本店の住
所による。）を有していること。

本店    ：２０

※本店が宮崎河川国道事務所管内にない場合は選定しない。：×

２）業務実績

平成２５年度以降に、宮崎河川国道事務所管内に
おける国、県、市町村等が発注した下記の業務実績
があること。
・公共土木施設の設計業務

国　　　　　　　　　　 ：２０     （２件以上）
宮崎県又は公団等：１０　  （上記以外）
市町村　　　　　　　 ：－

※宮崎河川国道事務所管内における国、県、市町村等が発注した業
務実績がない
   場合は選定しない。：×

３）業務成績
申請された業務の成績評定点の平均点により評価
する。

74点以上　　　　　　　 ：２０
72点以上～74点未満：１０
72点未満　　　　　　　 ：－
※直轄以外の業務の評定点は、６０点とする。
※評定点が６０点未満は選定しない。：×
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令和６年度　災害協力会社　評価基準表（航空写真撮影　部門）　

評価項目 評価内容 評価基準

業務実績

平成２５年度以降、九州地方整備局管内における
国、県、市町村等が発注した下記ア）かつイ）の業
務実績を有すること。
（尚、ア）かつイ）は異なる業務でもよい）
ア）航空写真撮影（業務・役務のどちらでもよい）
イ）測量業務(空中写真測量業務等、陸上での一般
的な測量業務のどちらでもよい)

九州地方整備局（アかつイ）：   ２０

上記以外の国、宮崎県、市町村：　１０

業務成績
申請された業務の成績評定点の平均点により評
価する。

73点以上：　２０
71点以上～73点未満：　１０
71点未満：－
※直轄以外の業務の評定点は、６０点とする。

※１　点数が高い順に優位に評価する。

※２　同点になった場合には、一般競争参加資格の高い順に優位に評価する。

宮崎河川国道事務所

【航空写真撮影　部門】

（対象業務：測量）
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令和６年度 

宮崎河川国道事務所 災害時協力会社募集要項（説明書）

１．目 的 

 宮崎河川国道事務所では、管理する大淀川・小丸川・宮崎海岸・国道 10 号・国道 220 号・東

九州自動車道・霧島砂防を主に、災害が発生し、または発生のおそれがある場合に迅速な状

況把握、ならびに的確な災害対応を図るため、下記の部門において協力いただける会社を募

集します。 

   令和６年度は、応急対策工事等（河川・海岸、道路、砂防、機械設備、電気通信）、災害対

策車の出動支援、応急対策設計業務（地質関係「調査・測量・設計」、測量・設計）および空中

からの情報収集の９部門で協定を締結させていただきます。 

２．募集の内容 

（１）協定期間は、令和６年４月１日～令和７年３月３１日を予定しています。

（２）募集部門、募集地域は下記のとおりです。部門毎に応募をお願いします。（※複数部門の応

募は可能です。） 

（３）応募申請書（様式-１、２又は３）に記載要領を参照して必要事項を記入し、応募してください。

（４）選定は別添の評価基準表により総合的に評価します。

（５）九州地方整備局防災業務計画に基づき、直轄管理区間外への応急対応を要請する場合も

あります。 

（６）募集要項、申請書等は、宮崎河川国道事務所のホームページからダウンロードして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/miyazaki/ 

① 災害時等の応急対策工事等（河川・海岸）

・大淀川、小丸川、宮崎海岸の直轄管理区間における災害時等の応急対策工事・洪水時

巡視・各出張所管内排水ポンプ車の運用 

※河川・海岸については、下記６出張所管内を設定し募集しますので、別図－１の区間図

を参照し、希望順位を希望出張所管内順位表（別紙－１（河川・海岸））に記入し災害時

協力会社応募申請書とともに提出してください。

なお、基本協定対象区間及び、各出張所管内排水ポンプ車の運用については、管内の

希望順位等を考慮し調整させていただきます。（参考区間割図 別図－２ ～ 別図－

７）

募集地域 宮崎出張所管内  

本庄出張所管内 

都城出張所管内 

高岡出張所管内 

高鍋出張所管内 

宮崎海岸出張所管内 
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② 災害時等の応急対策工事等（道路）

③災害時等の応急対策工事等（砂防）

④災害時等の応急対策工事等（機械設備）

⑤災害時等の応急対策工事等（電気通信）

⑥災害対策車の出動支援

・国道 10 号、国道 220 号及び東九州自動車道の災害時等の応急対策工事及び異常時

道路巡回等 

※道路については、下記３出張所管内を設定し募集しますので、別図―８「道路部門管内

図」 を参照し、希望順位を希望出張所管内順位表（別紙－２（道路））に記入し、災害時

協力会社応募申請書とともに提出してください。 

なお、基本協定対象区間については出張所管内の希望順位等を考慮し調整させていた

だきます。 

  また、令和６・７年度道路維持補修工事の契約会社は、工事契約締結後本災害時協力 

会社の対象となります。 

  募集地域  宮崎維持出張所管内 

  都城国道維持出張所管内 

  日南国道維持出張所管内 

※応急対策工事及び異常時道路巡回等への出動については、原則として電話等で要請

を行いますが、３出張所管内において震度６弱以上の地震が発生した場合は、別途設定

する担当区間へ自動的に出動して頂き、異常時道路巡回（道路啓開調査等）を行って頂く

見込みです。（但し、沿岸部は津波警報等の解除後となります） 

・霧島砂防の災害時応急対策工事・洪水時巡視

  募集地域  大淀川砂防出張所管内（別図-９） 

・水門、排水機場、トンネル等の機械設備の災害時等の応急対策

募集地域 宮崎河川国道事務所管内等 

・光ファイバー等の電気通信設備の災害時等の応急対策

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 
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⑦災害時の応急対策設計業務（地質関係「調査・測量・設計」）

⑧災害時の応急対策設計業務（測量・設計）

⑨災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

３．応募の参加資格 

（１）災害時等の応急対策工事等（河川・海岸）

・宮崎河川国道事務所が保有する災害対策車の出動支援

※対策本部車、情報収集車、照明車、排水ポンプ車、清掃車、散水車等の運転等

なお、令和６年度維持工事契約会社は、後日災害協定締結会社の対象となります。

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 

・災害時の応急対策に必要な現地調査、検討資料作成（地質調査・解析含む）、測量・設計

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 

・災害時の応急対策に必要な現地調査、検討資料作成、測量・設計

募集地域  宮崎河川国道事務所管内等 

・災害状況の早期確認及び災害の緊急対応検討に必要な航空写真の撮影等

募集地域 宮崎河川国道事務所管内等   

１）基本的要件

① 九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度一般土木Ｃ又はＤ等級、

又は維持修繕工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。（会

社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく

一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。

なお、認定されていない者のした応募は、参加する資格を有しない者のした応募として、

当該応募を無効とする。

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

④会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者（上記①の再認定を受けた者を除く。）でないこ

と。

14



（２）災害時等の応急対策工事等（道路）

２）地理的要件

①宮崎河川国道事務所管内（注１）に建設業法に基づく主たる営業所（一般競争（指名競争）

参加資格審査申請書に記載された本店の住所による。）が所在すること。

② 上記①の主たる営業所からの移動速度を一般道 40km/h、高速道を利用する場合は宮

崎道 80km/h、東九州道 70km/h として算出した時間で応募した希望区間の出張所に

２時間以内で到達できる社。 

・宮崎出張所、本庄出張所、高岡出張所、宮崎海岸出張所

都城出張所、高鍋出張所

※洪水時巡視・排水ポンプ車の運用については、緊急出動が必要となるため、出張所に

６０分以内に到達できる社から調整し配置区域を設定させていただきます。

その他の社については、災害等による応急対策工事により出動が必要となった場合等

に出動頂くことをご理解の上、応募願います。（宮崎海岸出張所を除く）

３）工事実績に関する要件

①平成２１年度以降に、公共工事の元請けとして以下の同種工事のいずれかの施工実績を

有すること。なお、同種工事の実績がない場合、又は、直轄工事実績については直轄工

事成績評定通知書の評定点が６５点未満のものを除く。

築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、維持修繕工事（河川・海岸）、構造物工事（河川・

海岸）

※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してく

ださい。

４）執行体制に関する要件

①一級又は二級土木施工管理技士を５名以上有する社。

※技術者一覧表（別紙―３）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載してくだ

さい。（１０名以上有する社は１０名まで（一級土木施工管理技士を優先して）記載してく

ださい）なお、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

５）資機材について

資機材の申請様式は、別添エクセルファイル「事業者申請（確定版）」の「基本情報」、

「①保有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の３シートに記入し、提出をお願

いいたします。

   記入の際、様式の列もしくは行の途中に独自の記入欄を追加しないでください。 

   なお、本協定締結後、他機関（県・市町村等）の災害協定も締結している場合は、「①保

有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の２シートの「⑨備考欄」にそれぞれ他

機関協定の自治体名等も追加記載し、担当課・出張所等職員へ、再度提出をお願いいた

します。その後、担当職員が情報を登録いたします。 

１）基本的要件

①九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度一般土木Ｃ又はＤ等級、又

は法面処理工事、又は維持修繕工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け

ていること。

（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされ
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ている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく

一般競争参加資格の再認定を受けていること。） 

なお、認定されていない者のした応募は、参加する資格を有しない者のした応募として、

当該応募を無効とする。 

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

④会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者（①の再認定を受けた者を除く）でないこと。

２）地理的要件

① 宮崎河川国道事務所管内（注１）に建設業法に基づく主たる営業所(一般競争(指名競争)

参加資格審査申請書に記載された本店の住所による)が所在すること。

② 上記①の主たる営業所からの移動速度を一般道 40km/h、高速道を利用する場合は宮

崎道 80km/h、東九州道 70km/h として算出した時間で応募した希望区間の出張所に２時

間以内で到達できる社。

・宮崎維持出張所

・都城国道維持出張所

・日南国道維持出張所

３）工事実績に関する要件

①平成２０年度以降に、公共工事の元請けとして以下の同種工事のいずれかの施工実績を

有すこと。なお、同種工事の実績がない場合、又は、直轄工事実績については直轄工事

成績評定通知書の評定点が６５点未満のものを除く。

道路維持修繕工事、構造物補修工事、法面工事、道路改良工事

※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してくだ

さい。

４）執行体制に関する要件

①一級又は二級土木施工管理技士を５名以上有する社。

※技術者一覧表（別紙―３）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載してくださ

い。（１０名以上有する社は１０名まで（一級土木施工管理技士を優先して）記載してくだ

さい）なお、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

５）資機材について

資機材の申請様式は、別添エクセルファイル「事業者申請（確定版）」の「基本情報」、

「①保有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の３シートに記入し、提出をお願

いいたします。

   記入の際、様式の列もしくは行の途中に独自の記入欄を追加しないでください。 

   なお、本協定締結後、他機関（県・市町村等）の災害協定も締結している場合は、「①保

有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の２シートの「⑨備考欄」にそれぞれ他

機関協定の自治体名等も追加記載し、担当課・出張所等職員へ、再度提出をお願いいた

します。その後、担当職員が情報を登録いたします。 
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（３）災害時等の応急対策工事等（砂防）

１） 基本的要件

① 九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度一般土木Ｃ又はＤ等級、

又は維持修繕工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。（会

社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく

一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。

 なお、認定されていない者のした応募は、参加する資格を有しない者のした応募とし 

て、当該応募を無効とする。 

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

④会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者（①の再認定を受けた者を除く）でないこと。

２）地理的要件

①宮崎河川国道事務所管内（注１）に建設業法に基づく主たる営業所（一般競争（指名競争）

参加資格審査申請書に記載された本店の住所による。）が所在すること。

②上記①の主たる営業所からの移動速度を一般道 40km/h、高速道を利用する場合は宮崎

道 80km/h、東九州道 70km/hとして算出した時間で大淀川砂防出張所に２時間以内で到

達できる社。

３）工事実績に関する要件

①平成２１年度以降に、公共工事の元請けとして以下の工事のいずれかの施工実績を有す

こと。なお、同種工事の実績がない場合、又は、直轄工事実績については直轄工事成績

評定通知書の評定点が６５点未満のものを除く。

砂防工事、築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、維持修繕工事（砂防・河川）、構造物

工事（河川）

※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してく

ださい。

４）執行体制に関する要件

①一級又は二級土木施工管理技士を５名以上有する社。

※技術者一覧表（別紙－３）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載してくだ

さい。（１０名以上有する社は、１０名まで（一級土木施工管理技士を優先して）記載して

ください）なお、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

５）資機材について

資機材の申請様式は、別添エクセルファイル「事業者申請（確定版）」の「基本情報」、

「①保有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の３シートに記入し、提出をお願

いいたします。

   記入の際、様式の列もしくは行の途中に独自の記入欄を追加しないでください。 

 なお、本協定締結後、他機関（県・市町村等）の災害協定も締結している場合は、「①保
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（４）災害時等の応急対策工事等（機械設備）

（５）災害時等の応急対策工事等（電気通信）

有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の２シートの「⑨備考欄」にそれぞれ他

機関協定の自治体名等も追加記載し、担当課・出張所等職員へ、再度提出をお願いいた

します。その後、担当職員が情報を登録いたします。 

１）基本的要件

①九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度機械設備工事又は暖冷房

衛生設備工事に係る一般競争（指名競争）の認定を受けていること。（会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者について

は、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資

格の再認定を受けていること。）

  なお、認定されていない者のした応募は、参加する資格を有しない者のした応募とし

て、当該応募を無効とする。 

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

④会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者（①の再認定を受けた者を除く）でないこと。

２）地理的要件

①九州地方整備局の管轄区域（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県又は鹿

児島県）内に建設業法に基づく営業所（一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記

載された本店又は支店等営業所の住所による。）が存在すること。

３）工事実績に関する要件

①平成２１年度以降に、公共工事の元請けとして以下のいずれかの同種工事の施工実績ま

たは点検の履行実績を有すこと。なお、同種工事の実績がない場合、又は、直轄工事実

績については直轄工事成績評定通知書の評定点が６５点未満のものを除く。

水門、排水機場、トンネル等の機械設備

※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してく

ださい。

４）執行体制に関する要件

要件無し。

１）基本的要件

①九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度通信設備工事に係る一般

競争（指名競争）の認定を受けていること。

（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされ

ている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく

一般競争参加資格の再認定を受けていること。）

18



なお、認定されていない者のした応募は、参加する資格を有しない者のした応募とし

て、当該応募を無効とする。 

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

④会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者（①の再認定を受けた者を除く）でないこと。

２）地理的要件

①宮崎河川国道事務所管内（注１）に建設業法に基づく営業所(一般競争(指名競争)参加資

格審査申請書に記載された本店又は支店等営業所の住所による)が存在すること。

３）工事実績に関する要件

①平成２１年度以降に、公共工事の元請又は一次下請けとして以下のいずれかの同種工

事の施工実績を有すること。なお、同種工事の実績がない場合、又は、直轄工事実績につ

いては直轄工事成績評定通知書の評定点が６５点未満のものを除く。

・光ケーブル敷設又は光ケーブル移設の施工実績を含む工事

※１．直轄工事の場合は、工事成績評定通知書（件名等で施工実績がわからないもの

については、図面又は仕様書等の写しも添付）、その他の場合は契約書等（契約事

実及び施工実績が証明できるもの。）の写しを添付してください。

※２．一次下請けの実績で応募する場合には、下請契約書や施工体系図等、施工実

績が証明できるものを添付して下さい。（上記※１の添付文書で証明できれば、改め

て提出する必要はありません。）

４）執行体制に関する要件

①技術士（電気電子部門）、技術士（総合技術監理部門・電気電子科目）、一級又は二級電

気工事施工管理技士、一級又は二級電気通信工事施工管理技士、光ケーブル工事に関

する技能資格のいずれかの資格を有する有資格者を申請された本・支店等に２名以上有

する社。

※技術者一覧表（様式自由）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載してくだ

さい。（１０名以上有する社は、１０名まで記載してください）

なお、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

５）資機材について

資機材の申請様式は、別添エクセルファイル「事業者申請（確定版）」の「基本情報」、

「①保有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の３シートに記入し、提出をお願

いいたします。

   記入の際、様式の列もしくは行の途中に独自の記入欄を追加しないでください。 

   なお、本協定締結後、他機関（県・市町村等）の災害協定も締結している場合は、「①保

有機械登録（様式Ａ）」「②保有資材登録（様式Ｂ）」の２シートの「⑨備考欄」にそれぞれ他

機関協定の自治体名等も追加記載し、担当課・出張所等職員へ、再度提出をお願いいた

します。その後、担当職員が情報を登録いたします。 
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（６）災害対策車の出動支援

（７）災害時の応急対策設計業務 （地質関係「調査・測量・設計」）

１）基本的要件

①九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度一般土木Ｃ又はＤ等級、又

は維持修繕工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。（会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般

競争参加資格の再認定を受けていること。）

又は令和４・５・６年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」を九

州・沖縄地域競争参加地域として認定を受けていること。（会社更生法（平成１４年法律第

１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始

の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を

受けていること。）また、本協定における応募時に、一般競争参加資格申請を行っている

ことが確認できる書類の写しを添付すること。）

  なお、認定されていない者のした応募は、参加する資格を有しない者のした応募とし

て、当該応募を無効とする。 

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

④会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者（①の再認定を受けた者を除く）でないこと。

２）地理的要件

①宮崎河川国道事務所管内（注１）に建設業法に基づく主たる営業所(一般競争(指名競争)参

加資格審査申請書に記載された本店の住所による)が所在すること。又、「役務の提供

等」にあっては本店が所在すること。

②上記①の主たる営業所からの移動速度を一般道 40km/h、高速道を利用する場合は宮崎

道 80km/h、東九州道 70km/h として算出した時間で基地となる宮崎河川国道事務所、都

城出張所、高鍋出張所のいずれか近隣基地に２時間以内で到達できる社。

３）執行体制に関する要件

①自動車運転免許（大型）保持者を２名以上有する社。

※技術者一覧表に氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載してください。なお、当

該一覧表は会社名・捺印を付してください。

１）基本的要件

①九州地方整備局における令和５・６年度土木関係建設コンサルタント業務かつ測量業務

かつ地質調査業務に係る一般競争参加資格の認定を受けていること。
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（８）災害時の応急対策設計業務 （測量・設計）

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省発注の建設コンサルタント業務等からの排除要請があり、当該状態が

継続している者でないこと。

④ 参加表明書の提出期限の日から開札の日までの期間に、九州地方整備局長から建設

コンサルタント業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。

２）地理的要件

①宮崎河川国道事務所管内（注１）に本店又は支店等営業所（一般競争（指名競争）参加資

格審査申請書に記載された本店又は支店等営業所の住所による。）を有していること。

３）業務実績に関する要件

①平成２５年度以降に、宮崎県内における国、県、市町村等が発注した下記ア）かつイ）の

業務実績を有すること。（なお、ア）かつイ）は異なる業務でよい）

ア）公共土木施設の設計業務

イ）公共土木施設に関する地質調査業務

なお、業務成績評定点が６０点未満のものを除く。

※３件以上の業務実績を有する社は、３件まで記載してください。

※直轄業務の場合は業務成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してく

ださい。

４）執行体制に関する要件

①緊急業務に対応する体制として九州地方整備局の管轄区域（福岡県、佐賀県、長崎県、

大分県、熊本県、宮崎県又は鹿児島県）内に下記の在勤者があること。

○ 下記のいずれかの資格を有する者が２名以上。

・技術士［総合技術監理部門（建設関連科目、応用理学－地質）、建設部門、応用理学

部門（地質）]

・RCCM（河川,砂防及び海岸・海洋部門、道路部門、地質部門）

・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）

○測量士１名以上、測量士補含め総計が５名以上。

※技術者一覧表（別紙－３－１）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載して

ください。 なお、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

１）基本的要件

①九州地方整備局における令和５・６年度土木関係建設コンサルタント業務かつ測量業務

に係る一般競争参加資格の認定を受けていること。

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。
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（９）災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

③ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省発注の建設コンサルタント業務等からの排除要請があり、当該状態が

継続している者でないこと。

④ 参加表明書の提出期限の日から開札の日までの期間に、九州地方整備局長から建設

コンサルタント業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。

２）地理的要件

①宮崎河川国道事務所管内（注１）に本店（一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記

載された本店の住所による。）を有していること。

３）実績に関する要件

①平成２５年度以降に、宮崎河川国道事務所管内（注１）における国、県、市町村等が発注し

た下記の業務実績を有すること。

・公共土木施設の設計業務

なお、業務成績評定点が６０点未満のものを除く。

※３件以上の業務実績を有する社は、３件まで記載してください。

※直轄業務の場合は業務成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してく

ださい。

４）執行体制に関する要件

①緊急業務に対応する体制として宮崎河川国道事務所管内（注１）に下記の在勤者があるこ

と。

○下記のいずれかの資格を有する者が１名以上。

・技術士［総合技術監理部門（建設関連科目）、建設部門］

・RCCM（河川,砂防及び海岸・海洋部門、道路部門）

・土木学会認定技術者（特別上級、上級、一級）

○測量士１名以上、測量士補含め総計が５名以上。

※技術者一覧表（別紙－３－１）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載してく

ださい。なお、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

１）基本的要件

①九州地方整備局における令和５・６年度測量業務に係る一般競争参加資格の認定を受け

ている

②予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注の建設コンサルタント業務等からの排除要請があり、当該状態が継

続している者でないこと。

④自社の航空機を所有していること。

⑤会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
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（注１）本募集要領(説明書)中、宮崎河川国道事務所管内とは、宮崎市、都城市、小林市、え

びの市、日南市、串間市、西都市、国富町、綾町、高原町、三股町、新富町、高鍋町、

川南町、都農町、木城町、西米良村とします。 

１） 説明書の交付期間、場所および方法

令和６年１月２３日（火） ９時００分～２月９日（金）１７時００分 まで、宮崎河川国道事務所

のＨＰで交付します。

なお、これにより難い場合は、３）に掲げる各部門担当者に照会してください。

２） 募集期間、応募申請書の提出先及び方法等

① 募集期間 ：令和５年１月２３日（火）９時００分～２月９日（金）１７時００分

② 提出先   ：各部門担当者 

③ 提出方法 ：郵送

※各部門担当者へ別紙－６「提出連絡票」で FAX 送信を行い、「応募申請書を

提出した旨」の電話連絡を必ずお願いします。

④ 提出資料：応募申請書を提出

※応募申請書は、宮崎河川国道事務所のＨＰでダウンロードして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/miyazaki/ 

⑤ 申請書又は資料等に虚偽の記載をした場合においては、災害協定を解除する場合があ

２）地理的要件

①九州地方整備局の管轄区域（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県又は鹿

児島県）内に本店又は支店等営業所（一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記載さ

れた本店又は支店等営業所の住所による。）を有していること。

３）実績に関する要件

①平成２５年度以降に、九州地方整備局管内における国、県、市町村等が発注した下記ア）

かつイ）の業務実績を有すること。（なお、ア）かつイ）は異なる業務でよい）

ア)航空写真撮影（業務、役務のどちらでもよい。）

イ)測量業務（空中写真測量業務等、陸上での一般な測量業務のどちらでもよい。）

なお、業務成績評定点が６０点未満のものを除く。

※直轄業務の場合は業務成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付してく

ださい。

４）執行体制に関する要件

①申請書に記載の本店又は支店等営業所に配置予定技術者が常駐していること。

○測量士１名以上

※技術者一覧表（様式自由）に、氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所の添付してくだ

さい。 尚、当該一覧表は会社名・捺印を付してください。

 

４．手続き等 
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ります。 

⑥ 問い合わせ先 ： 0985-24-8221(事務所代表電話) ※個別内容は各部門担当者まで

【総括】 総括地域防災調整官 堤（つつみ） 

【協定責任者】 河川管理課 保全対策官 宮﨑（みやざき） 

３）各部門担当者及びＦＡＸによる提出先

（１）災害時等の応急対策工事等（河川・海岸）

（河川・海岸）河川管理課 山代（やましろ） FAX 0985-24-8499 

（２）災害時等の応急対策工事等（道路）

道路管理第二課 本多（ほんだ）FAX 0985-32-7301 

（３）災害時等の応急対策工事等（砂防）

工務第二課 黒木（くろき）FAX 0985-24-8473 

（４）災害時等の応急対策工事等（機械設備）

防災課 中鶴（なかづる） FAX 0985-24-8233 

（５）災害時等の応急対策工事等（電気通信）

防災課 中島（なかしま） FAX 0985-24-8233 

（６）災害対策車の出動支援

防災課 岩元（いわもと） FAX 0985-24-8233 

（７）災害時の応急対策設計業務（地質関係「調査・測量・設計」）

流域治水課 簗瀬（やなせ）  FAX 0985-24-8506 

（８）災害時の応急対策設計業務（測量・設計）

流域治水課 簗瀬（やなせ） FAX 0985-24-8506 

（９）災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

道路管理第二課 本多（ほんだ）FAX 0985-32-7301 

４）郵送による提出先

  〒880－8523 宮崎県宮崎市大工２丁目３９番地 

九州地方整備局 宮崎河川国道事務所 

※封筒に「応募部門及び担当者名」を記載し送付してください。

記載例：応募申請書在中「災害時等の応急対策工事等（○○）部門」

○○課 ○○ 行 

５）選定結果の通知

選定結果については ３月下旬までにお知らせします。

24



応募申請書様式一覧 

【各部門別 応募申請書 様式等】 

様式―１ （各部門 様式） 

様式―２ （コンサル部門 様式） 

様式―３ （航空写真部門 様式） 

別紙－１（河川・海岸） 希望出張所管内順位表 

 別紙－２（道路） 希望出張所管内順位表 

別紙－３ 技術者一覧表 （河川・海岸、道路、砂防部門用） 

別紙－３－１ 技術者一覧表 （コンサル部門用） 

 別紙－６ 提出連絡票 

様式 A  ①保有機械登録 

 様式 B  ②保有資材登録 

【各部門別 応募申請書 記入例】 

（１）災害時等の応急対策工事等（河川・海岸）

（２）災害時等の応急対策工事等（道路）

（３）災害時等の応急対策工事等（砂防）

（４）災害時等の応急対策工事等（機械設備）

（５）災害時等の応急対策工事等（電気通信）

（６）災害対策車の出動支援

（７）及び（８）災害時の応急対策設計業務

（地質関係「調査・測量・設計」、測量・設計）

（９）災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）
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様式―１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

  令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長
松村 知樹  殿 

住 所： 
会社名： 
代表者： 印 

 応 募 部 門 

 応  募  地 域 

 応募地域 
 までの距離 

 災害協定の実績 協定名 ： 
協定相手： 

 工事の実績  工事名称 ： 
 該当工事 ： 
 発注機関 ： 
 施工場所 ： 
 契約金額 ： 
 工  期 ： 
成績評定点： 

 会社の保有 
 技術者数 

別紙―３のとおり 

調達可能な 
資機材 

①保有機械登録（様式A）、②保有資材登録（様式B）のとおり。

申請責任者氏名 
サブ申請責任者
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 様式-２ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

  令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長
松村 知樹 殿 

住 所： 
会社名： 
代表者： 印 

 応 募 部 門 

 応  募  地 域 

 会社の所在地

 災害協定の実績 

 業務の実績 業務名称： 
該当工種： 
 発注機関： 
 施工場所： 
 契約金額： 
 工  期： 
 成績表定点： 

 会社の保有 
 技術者数 

調達可能な資機材

 申請責任者氏名 
サブ申請責任者
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様式-３ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長   
松村 知樹 殿 

住 所： 
会社名： 
代表者： 印 

 応 募 部 門 （９）災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

 会社の所在地

 航空機の基地 

 業務・役務の実績 ア）平成２５年度以降における九州地方整備局管内の航空写真撮影の実
績 

業務名称： 

該当工種： 
発注機関： 
履行場所： 
契約金額： 
工  期： 
成績評定点： 

イ）平成２５年度以降における九州地方整備局管内の測量業務の実績

業務名称： 

該当工種： 
発注機関：  
履行場所： 
契約金額： 
工  期： 
成績評定点： 

会社の保有 
 技術者数 
（測量士） 

会社の保有 
  自社航空機数 

申請責任者氏名 
サブ申請責任者
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別紙－１（河川・海岸）

会社名　：　

希望順位
排水ポンプ車の運用※（３）

（意向確認）

一般道 ｋｍ 分

高速道
（宮崎道）

ｋｍ 分

高速道
（東九州道）

ｋｍ 分

計 ｋｍ 分

一般道 ｋｍ 分

高速道
（宮崎道）

ｋｍ 分

高速道
（東九州道）

ｋｍ 分

計 ｋｍ 分

一般道 ｋｍ 分

高速道
（宮崎道）

ｋｍ 分

高速道
（東九州道）

ｋｍ 分

計 ｋｍ 分

※（１）第３希望まで可能な限り記入をお願いします。なお、第２希望までは必ず記入して下さい。ただし、選定されるのは１出張所管内のみです。
　　　　また、応募の状況により、希望地域以外の応募地域について個別に協議させていただく場合があります。

※（３）排水ポンプ車の運用は各河川出張所管内の運用を基本とします。（海岸出張所管内を除く）
　条件；各出張所の要請で早急にポンプ設置に伴う人員、クレーン（ポンプの規格や設置場所の状況に応じ必要な場合）を手配し、車庫から運用場所（水門、樋管）へ車輌移動、ポンプ設置が行えること。

※（２）資料として主たる営業所から応募の出張所までの距離をルート図（ルート及び距離を表示）を添付してください。
     (ただし、令和５年度災害時協定締結業者で前回提出のルート図に変更が無い場合は添付不要。)

運用希望　；　　　有 無

（有無のどちらか○をつけてください。）

運用希望　　；　　　有 無

（有無のどちらか○をつけてください。）

運用希望　；　　　有 無

（有無のどちらか○をつけてください。）

第２希望 出張所管内

第3希望 出張所管内

希望出張所管内順位表
応募地域（河川・海岸）

応募地域　※（１） 主たる営業所からの距離、時間　※（２）※（４）

第１希望 出張所管内
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別紙－２（道路）

会社名　：　

希望順位

距離※（２） 時間※（３）

一般道 ｋｍ 分

高速道
（宮崎道）

ｋｍ 分

高速道
（東九州道）

ｋｍ 分

計 ｋｍ 分

一般道 ｋｍ 分

高速道
（宮崎道）

ｋｍ 分

高速道
（東九州道）

ｋｍ 分

計 ｋｍ 分

一般道 ｋｍ 分

高速道
（宮崎道）

ｋｍ 分

高速道
（東九州道）

ｋｍ 分

計 ｋｍ 分

※（３）時間は、移動速度を一般道40km/h、高速道を利用する場合は宮崎道80km/h、東九州道は70km/hとして算出した時間とする。
（ルート検索の算出時間ではありません。）

※（２）資料として主たる営業所から応募の出張所までのルート図（ルート及び距離を表示）を添付してください。
　　（ただし、令和5年度災害時協定締結業者で前回提出のルート図に変更が無い場合は添付不要。)

第３希望 出張所管内

※（１）第３希望まで可能な限り記入をお願いします。なお、第２希望までは必ず記入して下さい。ただし、選定されるのは１出張所管内のみです。
　　また、応募の状況により希望地域以外の応募地域について個別に協議させていただく場合があります。

希望出張所管内順位表

第２希望

出張所管内

出張所管内

応募地域　※（１） 主たる営業所からの距離、時間

応募地域（道路）

第１希望
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別紙－３

住　 　所

会 社 名

代表者名 ㊞

氏　　名 資格名称 登録番号 在勤場所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

＊　１級又は２級土木施工管理技士を５名以上記載（１０名まで記載）

＊　１級土木施工管理技士を優先して記載

技術者一覧表
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別紙－３－１

住所 宮崎県宮崎市○○
会社名 ○○コンサルタント
代表者名 大淀　太郎　　印

RCCM 土木学会認定技術者
総合技術監理部門 特別上級

上級
道路部門 1級
地質部門

総監－建設 建設
河川、砂防及び

海岸・海洋
H○.○.○ H○.○.○ H○.○.○ H○.○.○ H○.○.○
第○○号 第○○号 第○○号 第○○号 第○○号

応用理学（地質）
H○.○.○ H○.○.○
第○○号 第○○号

総監－応用理学-地質 道路
H○.○.○ H○.○.○ H○.○.○ H○.○.○
第○○号 第○○号 第○○号 第○○号

合計 ○名 ○名 ○名 ○名 ○名

在勤場所
（宮崎河川国道事務所管内）

宮崎県宮崎市○○

宮崎県宮崎市○○

宮崎県宮崎市○○

技術士

氏名

記載例

建設関連科目、応用理学
－地質

建設部門、応用理
学部門（地質）

技術者一覧表（コンサル部門）

記載例

記載例

測量士 測量士補
河川、砂防及び
海岸・海洋部門
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様式－A
■保有機械一覧

①機械種類
（必須）

②機械名
（必須）

③機械諸元 ④数量
（必須）

⑤所有
（必須）

⑥県名
（必須）

⑦市町村名
（必須）

⑧番地以降
（必須）

⑨備考

例 解体・破砕機械 スクラップ解体・処理機 (諸元・規格無し) 10 自社保有 福岡県 福岡市博多区 東比恵1-2-12

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

＜注意事項＞
・①～③の項目は、プルダウンによる選択方式で入力願います。また、①～③の項目は、別エクセルシートの「別表①機械一覧」を参照願います。
・エクセル上で本様式に21番以降に記入する場合は、21番以降に行を追加ください。
・エクセル上で本様式の行間は詰めて入力ください。
・エクセル上で本様式の最大件数は100件となります。(それ以上ある場合は、表紙の備考欄にその旨記載ください。)
・登録する機械/資材が項目に無い場合は、同等の機械/資材の種類等を選択したうえで、備考欄に機械/資材名を記載ください。

①～⑨は、申請時に入力する項目です。
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様式－B
■保有資材一覧

①資材種類
（必須）

②資材名
（必須）

③資材諸元 ④数量
（必須）

⑤所有
（必須）

⑥県名
（必須）

⑦市町村名
（必須）

⑧番地以降
（必須）

⑨備考

例 ブロック 擁壁 最大高さ2m未満 10 自社保有 福岡県 福岡市東区 箱崎5-1-33

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

＜注意事項＞
・①～③の項目は、プルダウンによる選択方式で入力願います。また、①～③の項目は、別エクセルシートの「別表①機械一覧」を参照願います。
・エクセル上で本様式に21番以降に記入する場合は、21番以降に行を追加ください。
・エクセル上で本様式の行間は詰めて入力ください。
・エクセル上で本様式の最大件数は100件となります。(それ以上ある場合は、表紙の備考欄にその旨記載ください。)
・登録する機械/資材が項目に無い場合は、同等の機械/資材の種類等を選択したうえで、備考欄に機械/資材名を記載ください。

①～⑨は、申請時に入力する項目です。
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【別紙－６】

令和６年●月●日

送付先（宮崎河川国道事務所担当者）

応募部門（ 部門）

●● 課 ●● あて

応募部門 部門 （複数部門を応募する場合はそれぞれ送信）

応募者 会社名：

（送付元） 代表者：

担当者：部署　 氏名

連絡先：ＴＥＬ（ - - )

連絡先：メール

郵送した日 　令和６年    月    日（    ） 

（宮崎河川国道事務所記載欄）

確認日時 　令和６年    月    日（    ） 時     分

災害時協力会社　応募申請に係る

提出連絡票

（FAX送付書）

●●

●●
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参考区間割図 別図－１ 災害時の応急対策工事等（河川・海岸） 区間図

大淀川

小丸川

高岡出張所管内

宮崎海岸
出張所管内

宮崎海岸

大淀川
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事

宮崎河川国道事務所

車

出

宮崎出張所

区間割図－２ 宮崎出張所管内河川巡視区間割図

小松排水機場車庫
（ﾎﾟﾝﾌﾟ車格納）

班 河川名 岸別 距離標

1
大淀川 右岸 ０ｋ０００ ～ １ｋ３００

八重川 両岸 ０ｋ０００ ～ ２ｋ４００

2 大淀川 右岸 １ｋ３００ ～ ３ｋ９００

3 大淀川 右岸 ３ｋ９００ ～ ６ｋ６００

4 大淀川 右岸 ６ｋ６００ ～ １４ｋ２００

5 大淀川 左岸 ０ｋ０００ ～ ６ｋ６００

6 大淀川 左岸 ６ｋ６００ ～ １３ｋ０００

４班 巡視区間

６班 巡視区間

宮崎河川国道事務所

宮崎出張所

２班 巡視区間

大淀川左岸

大淀川右岸

6k600
6k600

３班 巡視区間

大淀川右岸

3k900

○洪水時巡視・各出張所管内排水ポンプ車の運用に
ついては、緊急出動が必要となるため、出張所に６０分
以内に到達出来る業者から調整し配置区域を設定させ
ていただきます。

その他の業者については、災害等による応急対策工事
により出動が必要となった場合等に出動頂くことをご理
解の上、応募願います。

※班数は参考、協定締結社数により調整
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参考区間割図 別図－3 本庄出張所管内河川巡視区間割図

本庄川右岸

10
k6

0
0

出

森
永

橋

班 河川名 左右岸 備　考

13 本庄川 右岸 0k000 ～ 6k800 本庄橋含む

14 本庄川 左岸 0k000 ～ 7k000

右岸 6k800 ～ 10k600
左岸 7k000 ～ 11k200
右岸 10k600 ～ 16k900
左岸 11k200 ～ 16k900
右岸 0k000 ～ 6k600
左岸 0k000 ～ 6k600
右岸 11k200 ～ 15k600
左岸 11k200 ～ 15k600

森永橋含む

距離標

18

本庄川

綾北川

15

16

17

本庄川

深年川

※班数は参考、協定締結社数により調整

○洪水時巡視・各出張所管内排水ポンプ車の運用については、
緊急出動が必要となるため、出張所に６０分以内に到達出来
る業者から調整し配置区域を設定させていただきます。

その他の業者については、災害等による応急対策工事により
出動が必要となった場合等に出動頂くことをご理解の上、応募
願います。
※排水ポンプ車の配置については、変更する場合があります。

本庄出張所
（ﾎﾟﾝﾌﾟ車格納）
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Sheet1

		班 ハン		河川名 カセン メイ		左右岸 サユウ キシ		距離標 キョリ ヒョウ						備　考 ソナエ コウ

		13		本庄川 ホンジョウ カワ		右岸 ウガン		0k000		～		6k800		本庄橋含む ホンジョウ バシ フク

		14		本庄川 ホンジョウ カワ		左岸 サガン		0k000		～		7k000

		15		本庄川 ホンジョウ カワ		右岸 ウガン		6k800		～		10k600		森永橋含む モリナガ ハシ フク

						左岸 サガン		7k000		～		11k200

		16		本庄川 ホンジョウ カワ		右岸 ウガン		10k600		～		16k900

						左岸 サガン		11k200		～		16k900

		17		深年川 フカ トシ カワ		右岸 ウガン		0k000		～		6k600

						左岸 サガン		0k000		～		6k600

		18		綾北川 アヤ キタ カワ		右岸 ウガン		11k200		～		15k600

						左岸 サガン		11k200		～		15k600







参考区間割図 別図－4 都城出張所管内河川巡視区間割図

出

沖水橋

高崎川両岸

大淀川左岸
19,20班 巡視区間

庄内川両岸

班 河川名 岸別 距離標

19
20

大淀川 左岸 ５３ｋ７００ ～ ５７ｋ２００

大淀川 右岸 ５３ｋ７００ ～ ５８ｋ３４０

高崎川 両岸 ０ｋ０００ ～ ２ｋ０００

21
22

大淀川 左岸 ５７ｋ２００ ～ ６９ｋ８００

23
24

大淀川 右岸 ５８ｋ３４０ ～ ７０ｋ０００

25
26

大淀川 左岸 ６９ｋ８００ ～ ７８ｋ９５０

庄内川 両岸 ０ｋ０００ ～ １ｋ２００

27
28

大淀川 右岸 ７０ｋ０００ ～ ７８ｋ９５０

沖水川 両岸 ０ｋ０００ ～ １ｋ４００

※班数は参考、協定締結社数により調整

○洪水時巡視・各出張所管内排水ポンプ車の運
用については、緊急出動が必要となるため、出
張所に６０分以内に到達出来る業者から調整し
配置区域を設定させていただきます。

その他の業者については、災害等による応急対
策工事により出動が必要となった場合等に出動
頂くことをご理解の上、応募願います。

※排水ポンプ車の配置については、変更する場
合があります。

都城出張所
（ﾎﾟﾝﾌﾟ車格納）
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参考区間割図 別図－5 高岡出張所管内河川巡視区間割図

班 河川名 岸別 距離標 備考

7 大淀川 左岸 13k300～17k100

8 大淀川 左岸 17k100～21k400

9 大淀川
左岸 21k400～23k450 楠見大橋含む

右岸 21k400～23k450 楠見輪中堤含む

10
大淀川 左岸 23k450～28k100

大淀川 右岸 23k450～28k100

11 大淀川 右岸 17k600～21k400 瓜田川水門含む

12 大淀川 右岸 14k200～17k600

大淀川右岸
大淀川右岸

大淀川左岸
出

高岡出張所

○洪水時巡視・各出張所管内排水ポンプ車の運用に
ついては、緊急出動が必要となるため、出張所に６０分
以内に到達出来る業者から調整し配置区域を設定させ
ていただきます。

その他の業者については、災害等による応急対策工事
により出動が必要となった場合等に出動頂くことをご理
解の上、応募願います。

※排水ポンプ車の配置については、変更する場合があ
ります。

※班数は参考、協定締結社数により調整

高岡出張所
（ﾎﾟﾝﾌﾟ車格納）
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参考区間割図 別図－６ 高鍋出張所管内 河川巡視区間割図

出

高鍋出張所
（ﾎﾟﾝﾌﾟ車格納）

木城町

班 河川名 岸別 距離標

29

小丸川 左岸 ０ｋ０００ ～ ３ｋ４００

小丸川 右岸 ０ｋ０００ ～ １ｋ４００

宮田川 両岸 ０ｋ０００ ～ １ｋ５５０

30
小丸川
小丸川

左岸
右岸

３ｋ４００
７ｋ７００

～
～

１０ｋ２００
１０ｋ２００

31 小丸川 右岸 １ｋ４００ ～ ７ｋ７００

○洪水時巡視・各出張所管内排水ポン
プ車の運用については、緊急出動が必
要となるため、出張所に６０分以内に到
達出来る業者から調整し配置区域を設
定させていただきます。

その他の業者については、災害等による
応急対策工事により出動が必要となった
場合等に出動頂くことをご理解の上、応
募願います。

※班数は参考、協定締結社数により調整
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参考区間割図 別図-７ 宮崎海岸出張所管内 海岸巡視

石崎川河川区域

県管理区間L=2,000m 宮 崎 港港湾区域

富田漁港漁港区域

海岸保全区域
大炊田海岸　L=1,836m

住吉海岸　L=5,020m

【海岸巡視範囲】

宮崎海岸直轄区域Ｌ＝6,856m

・１班 2/006 ～ 5/400 約L=3,400m

・２班 5/400 ～ 7/023 約L=1,620m
8/331 ～ 10/170 約L=1,840m

2/006(直轄南端)

5/400

7/023

8/331

10/170(直轄北端)

１班

２班

２班

宮崎海岸出張所

55

※班数は参考、協定締結社数により調整
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宮
崎
河
川
国
道
事
務
所
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川
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所

大隅河川国道事務所 宮崎河川国道事務所

鹿児島国道事務所 宮崎河川国道事務所

異常気象時 通行規制区間 L=1.5km

高
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町
内
山
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城
町
本
八
重
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常
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象
時
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間
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.
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折生迫遮断機

内海トンネル日南側入口
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常
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時
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間
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.
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小内海遮断機

富土遮断機
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間
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=
1
1
.
2
k
m

宮浦遮断機

風田遮断機

10

10

220

220

10

10

都城国道維持出張所管内
Ｌ＝５９．７ｋｍ

宮
崎
維
持
出
張
所
管
内

Ｌ
＝
８
４
．
３
ｋ
ｍ

日南国道維持出張所管内
Ｌ＝９０．４ｋｍ

国道１０号 Ｌ＝５２．０ｋｍ
都城道路 Ｌ＝ ７．７ｋｍ

国道２２０号 Ｌ＝６３．６ｋｍ
東九州自動車道 Ｌ＝２６．８ｋｍ

国
道
１
０
号

Ｌ
＝
５
７
．
８
ｋ
ｍ

国
道
２
２
０
号

Ｌ
＝
２
６
．
５
ｋ
ｍ

道路部門 管内図別図ー８

都城市平塚町
国道１０号(395k260)

串間市大字西方
国道２２０号(91k062)

児湯郡都農町大字河北
国道１０号(284k590)

宮崎市大字内海
（日南市大字伊比井）
国道２２０号(26k440)

東九州自動車道
（清武南ＩＣ）

東九州自動車道
（日南東郷ＩＣ）

都城道路
（五十町ＩＣ）

都城道路
（乙房ＩＣ）

宮崎市大字富吉
国道１０号(342k500)

伊比井

L=
11

.2
km

L=
2.

7k
m
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記載要領（河川・海岸） 
  様式-１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

  令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長 
松村 知樹 殿 

住所：宮崎市○○町○○ 
会社名：○○建設株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （１）災害時の応急対策工事（河川・海岸）

※複数部門応募する場合は、部門別に応募申請書を提出。

 応  募  地 域 別紙―１（河川・海岸）のとおり 

※別紙―１に、希望出張所管内優先順位を記入

 応募地域 

（出張所） 

までの距離 

別紙―１（河川・海岸）のとおり

※資料としてルート図（ルート及び距離を表示）を添付すること。

ただし、令和５年度災害時協定締結業者で前回提出のルート図に変

更がない場合は添付不要。

災害協定の実績 協定名 ：平成○○年度 ○○の基本協定

協定相手：国土交通省宮崎河川国道事務所 

※協定書の写しを添付（但し、宮崎河川国道事務所の協定書の添付は

不要）

工事の実績

工事名称：○○○○護岸工事

該当工事：○○工事

発注機関：○○ ○○ ※国、県、市町村等の部署を記入

施工場所：宮崎市○○町○○地先

契約金額：○○百万円

工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日

成績評定点：○○点 

※評定点が無い場合は未記入

※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写

しを添付

※同種工事が判別できるよう、記載した工事におけるＣＯＲＩＮＳの

工事カルテの写し等を添付

会社の保有

技術者数

別紙―３のとおり 

※技術者一覧表には、必ず会社名の記入と捺印すること。

調達可能な

資機材

①保有機械登録（様式 A）、②保有資材登録（様式 B）のとおり。

 申請責任者氏名

サブ申請責任者

大淀一郎（○○部○○課） TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

大淀二郎（○○部○○課） TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

※連絡先のメールアドレス（ＰＣ）を必ず記入

※洪水時巡視・緊急内水対策車の運用については、緊急出動が必要となるため、出張所に６０分以内に到達出来る業者から

調整し配置区域を設定させていただきます。

その他の業者については、災害等による応急対策工事により出動が必要となった場合等に出動頂くことをご理解の上、応募

願います。 

記載例
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記載要領（道路） 
  様式-１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

令和６年 月 日 

下記のとおり協力会社として応募します。 

 国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長 

松村 知樹 殿
住 所：宮崎市○○町○○ 
会社名：○○建設株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （２）災害時の応急対策工事等（道路）

※各応募部門を記入（複数部門の応募は可能、別様式で提出）

 応  募  地 域 別紙―２（道路）のとおり 

※希望出張所管内優先順位を記入

応募地域（出張 

所）までの距離 

別紙―２（道路）のとおり 
※資料としてルート図（ルート及び距離を表示）を添付すること。
但し、令和５年度災害時協定締結業者で前回提出のルート図に変更

がない場合は添付不要

 災害協定の実績 協定名 ：令和○○年度○○の基本協定
協定相手：国土交通省宮崎河川国道事務所 
※協定書の写しを添付すること。
（但し、宮崎河川国道事務所との協定書は添付不要）

工事の実績 

工事名称：○○○○補修工事
 該当工事：○○工事 
 発注機関：○○ ○○ ※国、県、市町村等の部署を記入
施工場所：宮崎市○○町○○地先 
 契約金額：○○百万円 
 工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日 
成績評定点：○○点 
※評定点が無い場合は未記入
※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写
しを添付

※同種工事が判別できるよう、記載した工事におけるＣＯＲＩＮＳの
工事カルテの写し等を添付

会社の保有 

技術者数
別紙―３のとおり
※技術者一覧表には、必ず会社名の記入と捺印すること。

調達可能な 

資機材
①保有機械登録（様式 A）、②保有資材登録（様式 B）のとおり。

 申請責任者氏名
サブ申請責任者

大淀一郎（○○部○○課） TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ） 
大淀二郎（○○部○○課） TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ） 
※連絡先のメールアドレス（ＰＣ）を必ず記入

記載例
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記載要領（砂防） 
  様式-１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

  令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長 
松村 知樹 殿 

住所：宮崎市○○町○○ 
会社名：○○建設株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （３）災害時の応急対策工事等（砂防）

※複数部門応募する場合は、部門別に応募申請書を提出

 応  募  地 域 大淀川砂防出張所管内 

 応募地域 

（出張所） 

までの距離・ 

到達時間 

「一般道 ○km・○分」 又は、高速道を使用する場合は、 

「一般道 ○km・○分、高速道（宮崎道）○km・○分、高速道（東九州道）

○km・○分 合計〇km・○分」

※資料として、主たる営業所から大淀川砂防出張所（高原町大字西麓字大迫

1847-1）までのルート図（一般道、高速道使用区分が判るもの）を添付す

ること。ただし、令和５年度災害時協定締結業者で前回提出のルート図に

変更がない場合は添付不要。

災害協定の実績 協定名 ：平成○○年度 ○○の基本協定

協定相手：国土交通省宮崎河川国道事務所 

※協定書の写しを添付（宮崎河川国道事務所の協定書の添付は不要）

工事の実績

工事名称：○○○○工事

該当工事：○○工事

発注機関：○○ ○○  ※国、県、市町村等の部署を記入

施工場所：○○町○○地先

契約金額：○○百万円

工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日

成績評定点：○○点 

※評定点が無い場合は未記入

※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添

付

※同種工事が判別できるよう、記載した工事におけるＣＯＲＩＮＳの工事カ

ルテの写し等を添付

会社の保有

技術者数

別紙―３のとおり 

※技術者一覧表には、必ず会社名の記入と捺印すること。

調達可能な

資機材 
①保有機械登録（様式 A）、②保有資材登録（様式 B）のとおり。

 申請責任者氏名

サブ申請責任者

大淀一郎（○○部○○課） TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

大淀二郎（○○部○○課） TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

※連絡先のメールアドレス（ＰＣ）を必ず記入すること。

記載例
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記載要領（機械設備） 
様式―１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長     

松村 知樹 殿 
住 所：宮崎市○○町○○ 
会社名：○○建設株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （４）災害時等の応急対策工事等（機械設備）

 応  募  地 域 宮崎河川国道事務所管内 

 応募地域 
 までの距離 

技術者拠点（○○市○○町）～宮崎河川国道事務所（宮崎市大工町） 
距離 ○○ｋｍ  車での時間 ○○分 

※事務所までの距離、時間を記入。

※移動速度は、一般道 40km/h、高速道は宮崎道 80km/h、東九州道は 70km/hとし

て算出した時間とする。

 災害協定の実績 協定名 ：平成○○年○○の基本協定 
協定相手：国土交通省宮崎河川国道事務所 
※協定書の写しを添付（宮崎河川国道事務所の協定書の添付は不要）

 工事の実績  工事名称：○○○○機械設備製作据付工事 
 発注機関：宮崎河川国道事務所  
 施工場所：宮崎市○○町○○地先 
 契約金額：○○百万円 
 工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日 
成績評定点：○○点 
※直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書の
写しを添付

 申請責任者氏名 
サブ申請責任者

（○○部○○課）大淀一郎 TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）
（○○部○○課）大淀二郎 TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

※連絡先のメールアドレス（ＰＣ）を必ず記入。

記載例
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記載要領（電気通信）
様式－１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

令和６年 月 日 

下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長  
松村 知樹 殿 

住 所：宮崎市○○町○○ 
会社名：○○建設株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （５）災害時等の応急対策工事等（電気通信）

 応  募  地 域 宮崎河川国道事務所管内 

 応募地域 
 までの距離 

会社（○○市○○町）～宮崎河川国道事務所（宮崎市大工町） 
距離 ○○ｋｍ  車での時間 ○○分 
※事務所までの距離、時間を記入。

※移動速度は、一般道 40km/h、高速道は宮崎道 80km/h、東九州道は 70km/h

として算出した時間とする。

 災害協定の実績 協定名 ：平成○○年○○の○○協定 ※ 令和元年度以降の実績
協定相手：○○○○  ※ 国、県、市町村等の部署を記入
※協定書の写しを添付

（宮崎河川国道事務所との協定書の写しは添付不要とする） 

 工事の実績 工事名称：○○○○光ケーブル敷設工事（元請け） 

※「(元請け)」又は「(一次下請け)」の区分を記入
該当工事：光ケーブル敷設工事 
 発注機関：○○○○  ※ 国、県、市町村等の部署を記入
 施工場所：宮崎市○○町○○地先 
 契約金額：○○百万円 
 工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日 
成績評定点：○○点 
※ 評定点が無い場合は未記入
※ 直轄工事の場合は工事成績評定通知書、その他の場合は契約書等の写し

を添付
※ 一次下請けの場合は、下請契約書又は施工体系図等を添付
※ 同種工事が判別できるよう、記載した工事におけるＣＯＲＩＮＳの工事

カルテ、仕様書等の写しなどを添付

記載例
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 会社の保有 
 技術者数 

① 技術士（電気・電子部門） ：○○人 

② 技術士（総合技術監理部門・電気・電子科目） ：○○人

③ 一級電気工事施工管理技士 ：○○人 

④ 二級電気工事施工管理技士 ：○○人 

⑤ 一級電気通信工事施工管理技士 ：○○人 

⑥ 二級電気通信工事施工管理技士 ：○○人 

⑦ 光ケーブル工事に関する技能資格 ：○○人  
※技術者一覧表（様式自由）：氏名、資格名称、登録番号、社会保険等の番号

及び在勤場所を記載。なお、当該一覧表は資格保有者の２名以上を記載し、

必ず会社名の記入と捺印すること。また、光ケーブルに関する技能資格（認

定含む。）について、自社認定は認められません。

※１０名以上有する社は、１０名まで記載

調達可能な 

資機材 
①保有機械登録（様式 A）、②保有資材登録（様式 B）のとおり

資機材名 規 格 調達可能数量 うち自社保有分

高所作業車 〇〇台 〇〇台

移動式クレーン クレーン付きトラック

を含む。 
〇〇台 〇〇台

トラック クレーン付きトラック

を含まない。 
〇〇台 〇〇台

光ケーブル ＳＭ 〇〇芯 〇〇ｍ 〇〇ｍ 

光ケーブル ＤＳＦ〇〇芯 〇〇ｍ 〇〇ｍ 

光接続クロージャ 〇〇芯 〇〇個 〇〇個 

光融着器 〇〇台 〇〇台 

光ロス試験器 〇〇台 〇〇台 

※自社保有及び年間を通したリース(レンタルの単価契約を除く)の

機材を記入
※保有を証明できる書類、写真等を添付（年間リース等の場合には、
その契約書等の写し）なお、証明書類の提出は、各種、１台のみ

※年間を通したリースは、Ｒ５年３月時点で有効なもの
※（〇〇地先）は存置箇所を記載

申請責任者氏名 
サブ申請責任者

（○○部○○課）大淀一郎 TEL、FAX、メールアドレス
（○○部○○課）大淀二郎 TEL、FAX、メールアドレス
※連絡先のメールアドレスを必ず記入
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記載要領（災害対策車の出動支援） 

様式―１ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

  令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長               

松村 知樹 殿 
住 所：宮崎市○○町○○ 
会社名：○○建設株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （６）災害対策車の出動支援

 応  募  地 域 宮崎河川国道事務所管内 

 応募地域 
 までの距離 

「一般道 ○km・○分」 又は、高速道を使用する場合は、 

「一般道 ○km・○分、高速道（宮崎道）○km・○分、 

高速道（東九州道）○km・○分 合計〇km・○分」 
※資料として、主たる営業所から基地となる宮崎河川国道事務所、都城出張所、

高鍋出張所のうちいずれか近隣基地までのルート図（一般道、高速道使用区

分が判るもの）を添付すること。

ただし、令和５年度災害時協定締結業者で前回提出のルート図に変更がない

場合は添付不要。

 災害協定の実績 協定名 ：平成○○年○○の基本協定 
協定相手：国土交通省宮崎河川国道事務所 
※協定書の写しを添付（宮崎河川国道事務所の協定書の添付は不要）

 工事の実績 

 会社の保有 
 技術者数 

１）大型自動車免許 ○○人

※技術者一覧表（様式自由）；氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所を記載

して下さい。

※技術者一覧表には、必ず会社名の記入と捺印すること。

 申請責任者氏名 
サブ申請責任者

（○○部○○課）大淀一郎 TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）
（○○部○○課）大淀二郎 TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

※連絡先のメールアドレス（ＰＣ）を必ず記入

記載例
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記載要領（地質関係「調査・測量・設計」、測量・設計） 

様式－２ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書

令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長     記裁例
松村 知樹 殿 

住 所：○○県○○市（町）○○ 
会社名：○○○○株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （７）災害時の応急対策設計業務(地質関係「調査・測量・設計」)
（８）災害時の応急対策設計業務(測量・設計)
※各応募部門を記入（(7)(8)複数の応募も可能、ただし、別様式で提出）

 応  募  地 域 宮崎河川国道事務所管内 

 会社の所在地 ○○県○○市（町）○○

※宮崎河川国道事務所管内にある本社（本店）、支店、営業所等の所在地を記載

 業務の実績 業務名称：○○○○設計(地質調査)業務
該当工種：○○護岸設計、○○橋設計、○○地すべり調査 等 
 発注機関：○○ ○○ ※国、県、市町村等の部署を記入

 施工場所：宮崎県○○市○○町○○地先 
 契約金額：○○百万円 
 工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日 
成績表定点：○○点 

※３件以上の業務実績を有する社は、３件まで記載

※評定点が無い場合は未記入

※直轄業務の場合は業務成績評定通知書、その他の場合は契約書の写しを添付

 会社の保有 

 技術者数 

※(別紙－３－１)技術者一覧表（コンサル部門）に、氏名、資格名称、登録番号及び

在勤場所の記入し、会社名・捺印を付して下さい。 

１）技術士(○○部門「選択科目：○○」) ○○人
２）ＲＣＣＭ(○○部門) ○○人
３）測量士 ○○人
４）測量士補 ○○人
※応募部門（７）は、九州地方整備局管内の在勤者を記載

※応募部門（８）は、宮崎河川国道事務所管内の在勤者を記載

※技術士、ＲＣＣＭの部門は、募集要項（説明書）「３．応募の参加資格」を確認

の上記載

※記載する員数の上限は無し

申請責任者氏名 
〔サブ申請責任者〕

○○部○○課 大淀一郎 TEL、FAX、メールアドレス
〔○○部○○課 小丸二郎 TEL、FAX、メールアドレス〕 
※連絡先のメールアドレスを必ず記入
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記載要領（航空写真撮影） 
様式―３ 

令和６年度 宮崎河川国道事務所 災害時協力会社 応募申請書 

令和６年 月 日 
下記のとおり協力会社として応募します。 

   記載例

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長 

松村 知樹 殿 
住 所：○○県○○市○○町○○ 
会社名：○○○○株式会社 
代表者：役職名 ○○ ○○ 印

 応 募 部 門 （９）災害時における空中からの情報収集（航空写真撮影）

 会社の所在地 ※九州地方整備局管内にある本店又は支店等営業所の所在地を記載

 航空機の基地 ※自社保有の航空機の基地（空港名等）を記載

 業務・役務の実績 ア） 平成２５年度以降における九州地方整備局管内の航空写真撮影の実績

業務名称：○○航空写真撮影

該当工種：○○航空写真撮影、○○ビデオ撮影等

発注機関：九州地整○○事務所○○課等 ※国、県、市町村等の部署を記入

履行場所：宮崎県○○市○○町○○地先

契約金額：○○円

工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日

成績評定点：○○点 ※評定点が無い場合は未記入

イ） 平成２５年度以降における九州地方整備局管内の測量業務の実績

業務名称：○○空中写真撮影図化業務

該当工種：デジタルマッピング等

発注機関：九州地整○○事務所○○課等 ※国、県、市町村等の部署を記入

履行場所：宮崎県○○市○○町○○地先

契約金額：○○円

工  期：平成○年○月○日～平成○年○月○日

成績評定点：○○点 ※評定点が無い場合は未記入

※直轄業務の場合は業務成績評定通知書、その他の場合は契約書の

写しを添付

会社の保有 
 技術者数 
（測量士） 

測量士 ○○人
※申請書に記載の本店又は支店等営業所に常駐している配置予定技術者を記載

※技術者一覧表(様式自由)：氏名、資格名称、登録番号及び在勤場所の添付

当該一覧表は会社名・捺印を付してください

会社の保有  
自社航空機数 

自社保有の航空機（固定翼○機、回転翼○機）

申請責任者氏名 
サブ申請責任者

（○○部○○課）大淀一郎 TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）
（○○部○○課）大淀二郎 TEL、FAX、メールアドレス（ＰＣ）

※連絡先のメールアドレス（ＰＣ）を必ず記入
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